
四半期報告書 

 

(E 0 2 3 6 7) 

第69期第２四半期 

自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日 



目       次 

  頁

表 紙   

   

第一部 企業情報   

第１ 企業の概況   

１ 主要な経営指標等の推移 ………………………………………………………………………………………… ２

２ 事業の内容 ………………………………………………………………………………………………………… ３

３ 関係会社の状況 …………………………………………………………………………………………………… ３

４ 従業員の状況 ……………………………………………………………………………………………………… ３

第２ 事業の状況   

１ 生産、受注及び販売の状況 ……………………………………………………………………………………… ４

２ 経営上の重要な契約等 …………………………………………………………………………………………… ４

３ 財政状態及び経営成績の分析 …………………………………………………………………………………… ５

第３ 設備の状況 …………………………………………………………………………………………………………… ６

第４ 提出会社の状況   

１ 株式等の状況   

(１)株式の総数等 …………………………………………………………………………………………………… ６

(２)新株予約権等の状況 …………………………………………………………………………………………… ６

(３)ライツプランの内容 …………………………………………………………………………………………… ６

(４)発行済株式総数、資本金等の推移 …………………………………………………………………………… ６

(５)大株主の状況 …………………………………………………………………………………………………… ７

(６)議決権の状況 …………………………………………………………………………………………………… ８

２ 株価の推移 ………………………………………………………………………………………………………… ８

３ 役員の状況 ………………………………………………………………………………………………………… ８

第５ 経理の状況 …………………………………………………………………………………………………………… ９

１ 四半期連結財務諸表   

(１)四半期連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………………… 10 

(２)四半期連結損益計算書 ………………………………………………………………………………………… 12

(３)四半期連結キャッシュ・フロー計算書 ……………………………………………………………………… 14

２ その他 ……………………………………………………………………………………………………………… 19

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ……………………………………………………………………………………… 20

   

［四半期レビュー報告書］   



【表紙】 

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年11月14日 

【四半期会計期間】 第69期第２四半期(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

【会社名】 任天堂株式会社 

【英訳名】 Nintendo Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  岩田 聡 

【本店の所在の場所】 京都市南区上鳥羽鉾立町11番地１ 

【電話番号】 075－662－9600(代表) 

【事務連絡者氏名】 専務取締役 経営統括本部長  森 仁洋 

【最寄りの連絡場所】 東京都台東区浅草橋５丁目21番５号 

任天堂株式会社東京支店 

【電話番号】 03－5820－2251(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役 営業本部東京支店長  河原 和雄 

【縦覧に供する場所】 任天堂株式会社東京支店 

(東京都台東区浅草橋５丁目21番５号) 

株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

株式会社大阪証券取引所 

(大阪市中央区北浜１丁目８番16号) 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

   連結経営指標等 

(注)１ 売上高には、消費税等を含みません。 

  ２「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益」については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

回次 
第69期 

当第２四半期 
連結累計期間 

第69期 
当第２四半期 
連結会計期間 

第68期 

会計期間 
自 平成20年４月１日 

 
至 平成20年９月30日 

自 平成20年７月１日 
  

至 平成20年９月30日 

自 平成19年４月１日 
 

至 平成20年３月31日 

売上高 (百万円) 836,879 413,499 1,672,423 

経常利益 (百万円) 237,306 60,414 440,807 

四半期(当期)純利益 (百万円) 144,828 37,561 257,342 

純資産額 (百万円) ― 1,228,466 1,229,973 

総資産額 (百万円) ― 1,832,151 1,802,490 

１株当たり純資産額  (円) ― 9,605.04 9,616.69 

１株当たり四半期 

(当期)純利益 
 (円) 1,132.46 293.71 2,012.13 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期 

(当期)純利益 

 (円) ― ― ― 

自己資本比率  (％) ― 67.04 68.23 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 

  

(百万円) 
62,825 ― 332,378 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

  

(百万円) 
△88,277 ― 233,206 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

  

(百万円) 
△143,245 ― △97,844 

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高 
(百万円) ― 911,926 1,103,542 

従業員数  (人) ― 3,977 3,768 



２【事業の内容】 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

３【関係会社の状況】 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４【従業員の状況】 

(１)連結会社の状況 

 (注)１ 従業員数は就業人員数であり、当社グループからグループ外部への出向者を除き、グループ外部から当社グ

ループへの出向者を含みます。また、常用パートタイマーを含みます。 

２ 臨時従業員数は［ ］内に当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員を外書きで記載しており、雇用期間の

定めのある社員及びパートタイマー等を含み、派遣社員を除いています。 

(２)提出会社の状況 

 (注)１ 従業員数は就業人員数であり、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。 

２ 臨時従業員数は［ ］内に当第２四半期会計期間の平均雇用人員を外書きで記載しており、雇用期間の定め

のある社員及びパートタイマー等を含み、派遣社員を除いています。 

  

平成20年９月30日現在 

従業員数(人) 3,977 [1,130] 

平成20年９月30日現在 

従業員数(人) 1,544 [408] 



第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(１)生産実績 

 当第２四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりです。 

 (注) 上記金額は、販売価格により算出し、消費税等を含みません。 

(２)受注状況 

 当社グループ(当社及び連結子会社)は原則として見込生産ですが、レジャー機器部門のうち主にソフトウェアに

おいて、一部受注生産を行っています。当第２四半期連結会計期間における受注状況は、次のとおりです。 

 (注) 上記金額には、消費税等を含みません。 

(３)販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりです。 

 (注)１ 上記金額には、消費税等を含みません。 

２ 相手先別の販売実績が総販売実績の10％以上となる主要な販売先はありません。 

  

２【経営上の重要な契約等】 

 当第２四半期連結会計期間において、新たに決定または締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

  

事業の種類別 
セグメント 

主要製品 
金額 

(百万円) 

レジャー機器 

ハードウェア 349,220 

ソフトウェア 227,949 

レジャー機器計 577,169 

その他 トランプ・かるた他 285 

合計 577,455 

事業の種類別 
セグメント 

受注高 
(百万円) 

受注残高 
(百万円) 

レジャー機器 83,843 38,969 

事業の種類別 
セグメント 

主要製品 
金額 

(百万円) 

レジャー機器 

ハードウェア 253,279 

ソフトウェア 159,495 

レジャー機器計 412,774 

その他 トランプ・かるた他 725 

合計 413,499 



３【財政状態及び経営成績の分析】 

(１)経営成績の分析 

 当社グループは、「ゲーム人口の拡大」という基本戦略を掲げ、従来のゲーム機の遊び方に捉われないプレイ

スタイルを提案した携帯型ゲーム機「ニンテンドーDS」及び据置型ゲーム機「Wii」と、これらのハードウェアの

特性を活かし直感的にプレイできるソフトウェアや既存のゲームにはなかった分野を開拓したソフトウェアな

ど、老若男女を問わず一人でも多くの方々に日常生活の一部として受け入れてもらえるような製品の提供に努め

てきました。その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は4,134億円、営業利益は1,329億円、経常利益は604

億円、四半期純利益は375億円となりました。 

 売上を事業の種類別に見ますと、レジャー機器部門において、携帯型ゲーム機関連では、「ニンテンドーDS」

が米国及び欧州で順調に推移し、当第２四半期連結会計期間の全世界における販売台数は679万台となり、累計販

売台数が8,433万台となりました。対応ソフトウェアについても、日本で発売した「ポケットモンスター プラチ

ナ」は発売３日間で100万本を突破し、定番の「Touch! Generations」シリーズも好調に推移したほか、他社ブラ

ンドでもヒットタイトルが多く生まれる等により、当第２四半期連結会計期間の全世界における販売本数は4,844

万本となり、累計販売本数が４億5,463万本となりました。 

 据置型ゲーム機関連では、米国や欧州での「Wii」の普及が一段と進んだ結果、当第２四半期連結会計期間の全

世界における販売台数は493万台となり、累計販売台数が3,455万台となりました。また、対応ソフトウェアも、

「Wiiハンドル」を使って実際の運転感覚で操作を楽しめる「マリオカートWii」や家族みんなでゲーム感覚でフ

ィットネスを楽しめる「Wii Fit」が好評を博したことに加え、他社ブランドのソフトウェアの売上も増加する

等、自社他社を問わず多種多様なラインアップが支持された結果、当第２四半期連結会計期間の全世界における

販売本数は4,100万本となり、累計販売本数が２億2,985万本となりました。 

 これらの結果により、レジャー機器部門は売上高4,127億円、その他(トランプ・かるた他)部門の売上高は７億

円となりました。 

 業績における所在地別セグメント状況を見ますと、日本では売上高が4,826億円(セグメント間の内部売上高

4,304億円を含む)、営業利益が1,746億円、南北アメリカでは売上高が1,632億円(セグメント間の内部売上高５億

円含む)、営業利益が96億円、欧州では売上高が1,809億円(セグメント間の内部売上高３百万円含む)、営業利益

が80億円、その他の地域では売上高が178億円(セグメント間の内部売上高89百万円含む)、営業利益が４億円とな

りました。 

  

(２)キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、第１四半期連結会計期間

末残高から1,672億円増加し、9,119億円となりました。各キャッシュ・フローの増減状況とその要因は次のとお

りです。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金は、好調な業績により、880億円の増加となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金は、主に有価証券の売却及び償還による収入により、1,588億円の増加となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金は、主に配当金の支払により、144億円の減少となりました。 

   

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

(４)研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は9,639百万円です。 

  なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

  



第３【設備の状況】 
(１)主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(２)設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  

第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(１)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(２)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(３)【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。  

  

(４)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類 
第２四半期会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成20年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成20年11月14日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式 141,669,000 141,669,000 

東京証券取引所 

(市場第一部) 

大阪証券取引所 

(市場第一部) 

― 

計 141,669,000 141,669,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成20年７月１日～ 

平成20年９月30日 
― 141,669 ― 10,065 ― 11,584 



(５)【大株主の状況】 

(注)１ 上記のほか、当社所有の自己株式が137,827百株(9.73％)あります。 

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口)及び日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口)並びに日本トラ

スティ・サービス信託銀行㈱(信託口4G)の所有株式数は、全て信託業務に係るものです。 

３ ㈱三菱東京UFJ銀行は、同社が退職給付信託資産として拠出している上記株式(株主名簿上の名義：野村信託銀

行㈱(退職給付信託三菱東京UFJ銀行口))のほか16,209百株を所有しています。 

４ フィデリティ投信㈱及びその共同保有者から平成20年８月７日付で提出されました大量保有報告書の変更報告

書により、平成20年７月31日現在における当社株式を以下のとおり所有している旨の報告を受けていますが、当

社では当第２四半期会計期間末現在における当該法人名義での所有株式数が確認できませんので、上記の表には

含めていません。 

   

平成20年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(百株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

山 内   博 京都市左京区 141,650 10.00 

㈱京都銀行 
京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町

700番地 
63,856 4.51 

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱(信託口) 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 55,131 3.89 

野村信託銀行㈱ 

(退職給付信託三菱東京UFJ銀行口) 
東京都千代田区大手町２丁目２番２号 47,647 3.36 

メロン バンク トリーティー 

クライアンツ オムニバス 

(常任代理人 香港上海銀行) 

アメリカ マサチューセッツ 

(東京都中央区日本橋３丁目11番１号)
43,660 3.08 

日本マスタートラスト信託銀行㈱

(信託口) 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 40,468 2.86 

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱(信託口4G) 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 37,843 2.67 

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー 

(常任代理人 ㈱みずほコーポレー

ト銀行) 

アメリカ マサチューセッツ 

(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 
36,649 2.59 

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱(りそな信託銀行再信託分・㈱

りそな銀行退職給付信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 35,000 2.47 

ザ チェース マンハッタン バ

ンク エヌエイ ロンドン エス 

エル オムニバス アカウント 

(常任代理人 ㈱みずほコーポレー

ト銀行) 

イギリス ロンドン 

(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 
21,570 1.52 

計 ― 523,475 36.95 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(百株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

フィデリティ投信㈱ 東京都港区虎ノ門４丁目３番１号 7,316 0.52 

エフエムアール エルエルシー アメリカ マサチューセッツ 68,013 4.80 

計 ― 75,329 5.32 



(６)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の「株式数」欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が25,200株含まれています

が、「議決権の数」欄には、同社名義の株式に係る議決権の数252個を含めていません。 

  

②【自己株式等】 

  

  

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までに役員の異動はありません。 

  平成20年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 

普通株式 

13,782,700 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

127,731,700 
1,277,065 ― 

単元未満株式 
普通株式 

154,600 
― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 141,669,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 1,277,065 ― 

平成20年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％) 

(自己保有株式) 

任天堂株式会社 

京都市南区上鳥羽 

鉾立町11番地１ 
13,782,700 ― 13,782,700 9.73 

計 ― 13,782,700 ― 13,782,700 9.73 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 59,400 61,800 63,900 61,600 55,000 54,600 

最低(円) 51,200 55,700 55,200 52,600 47,750 41,500 



第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

 なお、第１四半期連結会計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)より、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(内閣府令第50号 平成20年８月７日)附則第７条第１項第５

号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けています。 



1【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 837,930 899,251

受取手形及び売掛金 157,767 147,787

有価証券 326,615 353,070

製品 164,971 92,617

仕掛品 611 200

原材料及び貯蔵品 14,006 12,023

その他 178,434 144,060

貸倒引当金 △3,781 △2,176

流動資産合計 1,676,557 1,646,834

固定資産   

有形固定資産 ※2  57,305 ※2  55,150

無形固定資産 1,884 2,009

投資その他の資産 ※1  96,404 ※1  98,495

固定資産合計 155,594 155,655

資産合計 1,832,151 1,802,490

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 358,573 335,820

未払法人税等 115,482 112,450

引当金 2,207 1,848

その他 118,049 117,103

流動負債合計 594,312 567,222

固定負債   

引当金 4,692 4,506

その他 4,679 786

固定負債合計 9,371 5,293

負債合計 603,684 572,516

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,065 10,065

資本剰余金 11,688 11,640

利益剰余金 1,383,101 1,380,430

自己株式 △156,425 △156,184

株主資本合計 1,248,430 1,245,951

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 4,758 5,418

為替換算調整勘定 △24,835 △21,495

評価・換算差額等合計 △20,077 △16,077



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

少数株主持分 114 98

純資産合計 1,228,466 1,229,973

負債純資産合計 1,832,151 1,802,490



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 836,879

売上原価 469,831

売上総利益 367,048

販売費及び一般管理費  

広告宣伝費 59,727

研究開発費 18,468

その他 36,668

販売費及び一般管理費合計 114,864

営業利益 252,183

営業外収益  

受取利息 18,862

その他 1,665

営業外収益合計 20,528

営業外費用  

売上割引 351

為替差損 33,584

その他 1,468

営業外費用合計 35,404

経常利益 237,306

特別利益  

投資有価証券評価損戻入額 1,730

その他 228

特別利益合計 1,959

特別損失  

固定資産処分損 49

投資有価証券評価損 43

特別損失合計 92

税金等調整前四半期純利益 239,172

法人税、住民税及び事業税 127,417

法人税等調整額 △33,088

法人税等合計 94,329

少数株主利益 15

四半期純利益 144,828



【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 413,499

売上原価 226,140

売上総利益 187,359

販売費及び一般管理費  

広告宣伝費 26,084

研究開発費 9,635

その他 18,648

販売費及び一般管理費合計 54,368

営業利益 132,991

営業外収益  

受取利息 9,161

為替差益 △47,844

その他 959

営業外収益合計 △37,723

営業外費用  

売上割引 205

為替差損 33,584

その他 1,062

営業外費用合計 34,853

経常利益 60,414

特別利益  

投資有価証券評価損戻入額 △1,577

その他 △88

特別利益合計 △1,665

特別損失  

固定資産処分損 24

投資有価証券評価損 15

特別損失合計 40

税金等調整前四半期純利益 58,708

法人税、住民税及び事業税 50,019

法人税等調整額 △28,790

法人税等合計 21,228

少数株主損失（△） △80

四半期純利益 37,561



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 239,172

減価償却費 3,911

受取利息及び受取配当金 △19,007

為替差損益（△は益） 31,147

売上債権の増減額（△は増加） △4,773

たな卸資産の増減額（△は増加） △86,559

仕入債務の増減額（△は減少） 8,282

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,418

その他 △5,152

小計 165,603

利息及び配当金の受取額 19,225

利息の支払額 △0

法人税等の支払額 △122,003

営業活動によるキャッシュ・フロー 62,825

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △115,171

定期預金の払戻による収入 77,758

有価証券の取得による支出 △326,919

有価証券の売却及び償還による収入 286,310

有形固定資産の取得による支出 △4,146

投資有価証券の取得による支出 △6,124

その他 16

投資活動によるキャッシュ・フロー △88,277

財務活動によるキャッシュ・フロー  

配当金の支払額 △143,052

その他 △193

財務活動によるキャッシュ・フロー △143,245

現金及び現金同等物に係る換算差額 △22,917

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △191,615

現金及び現金同等物の期首残高 1,103,542

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  911,926



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第２四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

会計方針の変更 (１)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品 

 通常の販売目的で保有する製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品については、従

来、移動平均法による低価法によっていましたが、第１四半期連結会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成18年７月５日)

を適用し、主として移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法)により算定しています。なお、営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微です。 

   

(２)「リース取引に関する会計基準」等の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっていましたが、第１四半期連結会計期間より「リー

ス取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号 平成５年６月17日 最終改正

平成19年３月30日)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第16号 平成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日)を適用し、

通常の売買取引に係る会計処理によっています。 

 また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の

方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採

用しています。これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響はありません。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引続き採用し

ています。 

  

(３)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

の適用 

 第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号 平成18年５月17日)を適用し、

連結決算上必要な修正を行っています。なお、営業利益、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益に与える影響は軽微です。 

   

  
当第２四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

法人税等の算定方法  法人税等の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なもの

に限定する方法によっています。 

   

  
当第２四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

税金費用の計算  一部の連結子会社については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。 

   



【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  
(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 

平成20年９月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  141,669千株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式  13,782千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

(１)配当金支払額 

  
(２)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末  
 (平成20年３月31日) 

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

   投資その他の資産            0百万円 

  

※２ 有形固定資産減価償却累計額 

                   48,282百万円 

  

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

   投資その他の資産            0百万円 

  

※２ 有形固定資産減価償却累計額 

                   46,929百万円 

  

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成20年９月30日) 

現金及び預金勘定        837,930百万円

預入期間が３か月を超える定期預金        △80,262百万円

取得日から３か月以内に償還期限の 

到来する短期投資 
       154,258百万円

現金及び現金同等物        911,926百万円

(決議) 
株式の種類 

配当金の総額

(百万円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 143,236 1,120  平成20年３月31日  平成20年６月30日 利益剰余金 

(決議) 
株式の種類 

配当金の総額

(百万円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年10月30日 

取締役会 
普通株式 84,404 660  平成20年９月30日  平成20年12月１日 利益剰余金 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)の取

扱製品をその種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性にて判別したところ、全セグメントの売上高の合計、

営業損益の合計に占める「レジャー機器」の割合がいずれも90％を超えていて、また、当該セグメント以外で、

開示基準に該当するセグメントがありません。従って、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。

  

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

 (注)１ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっています。 

２ 本邦以外の各区分に属する主な国又は地域は、以下のとおりです。 

南北アメリカ：米国、カナダ 

欧州    ：ドイツ、フランス、イギリス、オランダ、スペイン、イタリア 

その他の地域：オーストラリア、韓国、中国、台湾 

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

  
日本 
  

(百万円) 

南北 
アメリカ 
(百万円) 

欧州 
  

(百万円) 

その他の 
地域 

(百万円) 

計 
  

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
  

(百万円) 

売上高               

(1)外部顧客に対する売

上高 
52,170 162,669 180,896 17,763 413,499 ― 413,499 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
430,493 542 3 89 431,129 (431,129) ― 

計 482,664 163,211 180,900 17,852 844,628 (431,129) 413,499 

営業利益 174,642 9,610 8,027 492 192,772 (59,781) 132,991 

  
日本 
  

(百万円) 

南北 
アメリカ 
(百万円) 

欧州 
  

(百万円) 

その他の 
地域 

(百万円) 

計 
  

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
  

(百万円) 

売上高               

(1)外部顧客に対する売

上高 
102,004 329,928 361,902 43,044 836,879 ― 836,879 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
767,628 1,073 5 182 768,890 (768,890) ― 

計 869,633 331,002 361,907 43,227 1,605,770 (768,890) 836,879 

営業利益 292,804 17,542 16,719 2,592 329,659 (77,475) 252,183 

  南北アメリカ 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 163,059 180,900 20,193 364,153 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       413,499 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合(％) 
39.4 43.7 5.0 88.1 



当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

 (注)１ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっています。 

２ 各区分に属する主な国又は地域は、以下のとおりです。 

南北アメリカ：米国、カナダ 

欧州    ：ドイツ、フランス、イギリス、オランダ、スペイン、イタリア 

その他の地域：オーストラリア、韓国、中国、台湾 

３ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

(リース取引関係) 

 前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。 

  

(有価証券関係) 

 前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

 前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。 

  

(１株当たり情報) 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益等 

 (注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

   ２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  南北アメリカ 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 330,698 361,910 48,047 740,655 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       836,879 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合(％) 
39.5 43.2 5.8 88.5 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

１株当たり純資産額 9,605.04円 １株当たり純資産額 9,616.69円

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

１株当たり四半期純利益 1,132.46円 １株当たり四半期純利益 293.71円

  
当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

四半期純利益(百万円) 144,828 37,561 

普通株主に帰属しない金額 

(百万円) 
― ― 

普通株式に係る四半期純利益

(百万円) 
144,828 37,561 

普通株式の期中平均株式数 

(千株) 
127,887 127,886 



(重要な後発事象) 

  

２【その他】 

① 中間配当については、平成20年10月30日開催の取締役会で次のとおり決議しました。 

(イ) 中間配当による配当金の総額……………………84,404,902,560円 

(ロ) １株当たりの金額…………………………………660円 

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成20年12月１日 

(注) 平成20年９月30日における最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録されている株主または登録

質権者に対し、支払いを行います。 

  

② 重要な訴訟事件等 

 平成14年10月30日、欧州委員会(Commission of the European Communities)は、当社グループの欧州における平

成10年までの過去の取引行為がＥＵ条約81条等で禁止されているＥＵ域内共通市場での競争の制限に当たるとし

て、罰金149百万ユーロを課す旨の決定をしました。 

 これに対し当社グループは、罰金が不当に高額であるとの判断により、平成15年１月16日、欧州第一審裁判所

(Court of First Instance of the European Communities)に控訴し、現在、訴訟手続きが進められています。 

  

  

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

 該当事項はありません。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年11月12日

任天堂株式会社 

取締役会 御中 

京都監査法人 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 松 永 幸 廣  印 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 鍵 圭 一 郎  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている任天堂株式会社

の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２０年７月１日か

ら平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、任天堂株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 (注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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